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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）吸着質、（ｂ）吸着質を吸脱着する吸着材を備えた吸脱着部、（ｃ）該吸脱着部
に連結された吸着質の蒸発を行う蒸発部、及び（ｄ）該吸脱着部に連結された吸着質の凝
縮を行う凝縮部とを備えた吸着ヒートポンプにおいて、
　（１）吸着材が骨格構造にアルミニウムとリンとヘテロ原子とを含むゼオライトを含み
、
　（２）吸着材が、吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧φ2が０．１１５以上０．１８以
下、吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧φ1が０．１以上０．１４以下である領域に、下
記式で求められる吸着材の吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上となる範囲を有する水蒸気吸着
材である、ことを特徴とする吸着ヒートポンプ。
吸着量差＝Ｑ２－Ｑ１
　　ここで、
　　Ｑ１＝吸脱着部の脱着操作温度（Ｔ３）で測定した水蒸気脱着等温線から求めたφ1
における吸着量
　　Ｑ２＝吸脱着部の吸着操作温度（Ｔ４）で測定した水蒸気吸着等温線から求めたφ2
における吸着量
　　但し、
　　φ1（吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧）＝凝縮部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の
平衡水蒸気圧／該吸脱着部を加熱する熱媒温度（Ｔ１）での平衡水蒸気圧
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　　φ2（吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧）＝蒸発部で生成される冷熱温度（Ｔ０）
の平衡水蒸気圧／該吸脱着部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の平衡水蒸気圧
（ここで、Ｔ０＝５～１０℃、Ｔ１＝Ｔ３＝９０℃、Ｔ２＝Ｔ４＝４０～４５℃とする）
【請求項２】
　Ｔ０が１０℃、Ｔ２が４０℃である請求項１に記載の吸着ヒートポンプ。
【請求項３】
　Ｔ０が５℃、Ｔ２が４０℃である請求項１に記載の吸着ヒートポンプ。
【請求項４】
　Ｔ０が１０℃、Ｔ２が４５℃である請求項１に記載の吸着ヒートポンプ。
【請求項５】
　φ1及びφ2が０．１１５以上０．１８以下の範囲にあり、φ1がφ2と等しいかそれ以上
である領域に、該吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上でとなる範囲を有することを特徴とする
請求項１～４のいずれか１項に記載の吸着ヒートポンプ。
【請求項６】
　ゼオライトのアルミニウムとリンとヘテロ原子との存在割合が、
０．００１≦ｘ≦０．３
（ｘ＝骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するヘテロ原子のモル比）
０．３≦ｙ≦０．６
（ｙ＝骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するアルミニウムのモル比
）
０．３≦ｚ≦０．６
（ｚ＝骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するリンのモル比）
であることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の吸着ヒートポンプ。
【請求項７】
　ゼオライトが、フレームワーク密度が１０．０Ｔ／１，０００Å3以上、１６．０Ｔ／
１，０００Å3以下のゼオライトであることを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に
記載の吸着ヒートポンプ。
【請求項８】
　ゼオライトがＣＨＡ構造であることを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載の
吸着ヒートポンプ。
【請求項９】
　吸着材が、吸脱着部に固定化されていることを特徴とする請求項１～８のいずれか１項
に記載の吸着ヒートポンプ。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれかに記載の吸着ヒートポンプを備えた車内空調装置。
【請求項１１】
　吸着材を加熱して吸着質を脱着させ、乾燥した吸着材を吸着質の吸着に使用する温度ま
で冷却して再度吸着質の吸着に使用する吸着材の使用方法において、該吸着材が
（１）吸着材が骨格構造にアルミニウムとリンとヘテロ原子とを含むゼオライトを含み、
（２）吸着材が、吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧φ2が０．１１５以上０．１８以下
、吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧φ1が０．１以上０．１４以下である領域に、下記
式で求められる吸着材の吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上となる範囲を有する水蒸気吸着材
である、ことを特徴とする吸着材の使用方法。
吸着量差＝Ｑ２－Ｑ１
　　ここで、
　　Ｑ１＝吸脱着部の脱着操作温度（Ｔ３）で測定した水蒸気脱着等温線から求めたφ1
における吸着量
　　Ｑ２＝吸脱着部の吸着操作温度（Ｔ４）で測定した水蒸気吸着等温線から求めたφ2
における吸着量
　　但し、
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　　φ1（吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧）＝凝縮部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の
平衡水蒸気圧／該吸脱着部を加熱する熱媒温度（Ｔ１）での平衡水蒸気圧
　　φ2（吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧）＝蒸発部で生成される冷熱温度（Ｔ０）
の平衡水蒸気圧／該吸脱着部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の平衡水蒸気圧
（ここで、Ｔ０＝５～１０℃、Ｔ１＝Ｔ３＝９０℃、Ｔ２＝Ｔ４＝４０～４５℃とする）
【請求項１２】
　除湿空調装置用吸着材であって、下記（１）及び（２）を満足することを特徴とする吸
着材。
（１）吸着材が骨格構造にアルミニウムとリンとヘテロ原子とを含むゼオライトを含む
（２）吸着材が、（ａ）吸着質、（ｂ）吸着質を吸脱着する吸着材を備えた吸脱着部、（
ｃ）該吸脱着部に連結された吸着質の蒸発を行う蒸発部、及び（ｄ）該吸脱着部に連結さ
れた吸着質の凝縮を行う凝縮部とを備えた吸着ヒートポンプに適用した場合に、吸脱着部
の吸着操作時相対水蒸気圧φ2が０．１１５以上０．１８以下、吸脱着部の脱着操作時相
対水蒸気圧φ1が０．１以上０．１４以下である領域に、下記式で求められる吸着材の吸
着量差が０．１５ｇ／ｇ以上となる範囲を有する
吸着量差＝Ｑ２－Ｑ１
　　ここで、
　　Ｑ１＝吸脱着部の脱着操作温度（Ｔ３）で測定した水蒸気脱着等温線から求めたφ1
における吸着量
　　Ｑ２＝吸脱着部の吸着操作温度（Ｔ４）で測定した水蒸気吸着等温線から求めたφ2
における吸着量
　　但し、
　　φ1（吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧）＝凝縮部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の
平衡水蒸気圧／該吸脱着部を加熱する熱媒温度（Ｔ１）での平衡水蒸気圧
　　φ2（吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧）＝蒸発部で生成される冷熱温度（Ｔ０）
の平衡水蒸気圧／該吸脱着部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の平衡水蒸気圧
（ここで、Ｔ０＝５～１０℃、Ｔ１＝Ｔ３＝９０℃、Ｔ２＝Ｔ４＝４０～４５℃とする）
【請求項１３】
　Ｔ０が１０℃、Ｔ２が４０℃である請求項１２に記載の除湿空調装置用吸着材。
【請求項１４】
　Ｔ０が５℃、Ｔ２が４０℃である請求項１２に記載の除湿空調装置用吸着材。
【請求項１５】
　Ｔ０が１０℃、Ｔ２が４５℃である請求項１２に記載の除湿空調装置用吸着材。
【請求項１６】
　φ1及びφ2が０．１１５以上０．１８以下の範囲にあり、φ1がφ2と等しいかそれ以上
である領域に、該吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上でとなる範囲を有することを特徴とする
請求項１２～１５のいずれか１項に記載の除湿空調装置用吸着材。
【請求項１７】
　ゼオライトのアルミニウムとリンとヘテロ原子との存在割合が、
０．００１≦ｘ≦０．３
（ｘ＝骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するヘテロ原子のモル比）
０．３≦ｙ≦０．６
（ｙ＝骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するアルミニウムのモル比
）
０．３≦ｚ≦０．６
（ｚ＝骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するリンのモル比）
であることを特徴とする請求項１２～１６のいずれかに記載の除湿空調装置用吸着材。
【請求項１８】
　ゼオライトがＣＨＡ構造であることを特徴とする請求項１２～１７のいずれか１項に記
載の除湿空調装置用吸着材。
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【請求項１９】
　ゼオライトが、フレームワーク密度が１０．０Ｔ／１，０００Å3以上、１６．０Ｔ／
１，０００Å3以下のゼオライトであることを特徴とする請求項１２～１８のいずれか１
項に記載の除湿空調装置用吸着材。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、特定の吸着材を用いた吸着ヒートポンプに関する。
特に、自動車に搭載するのに適した吸着ヒートポンプに関する。
【０００２】
【従来の技術】
吸着ヒートポンプにおいては、吸着質、例えば水を吸着した吸着材を再生するために、吸
着材を加熱して吸着質を脱着させ、乾燥した吸着材を吸着質の吸着に使用する温度まで冷
却して再度吸着質の吸着に使用する。コジェネレーション機器、燃料電池、自動車エンジ
ンの冷却水や太陽熱などによって得られる１００℃以下、更には６０℃～９０℃の低温排
熱を用いて冷熱を発生させる吸着ヒートポンプが求められている。中でも、排熱が大量に
発生する自動車ではその実用化が強く求められている。
【０００３】
例えば、自動車など、排熱温度が約８５～９５℃、かつ冷却に用いる周囲の温度が約３５
～４５℃の場合、吸着ヒートポンプが充分に作動するためには、吸着材が吸着質を低相対
水蒸気圧で吸脱着する必要があり、また使用する吸着材を少量にして装置を小型化するた
めには吸脱着量が多い吸着材が必要である。そして吸着質の脱着（吸着材の再生）に低温
の熱源を利用するためには脱着温度が低い必要がある。すなわち吸着ヒートポンプに用い
る吸着材として（１）吸着質を低い相対水蒸気圧で吸脱着し、（２）吸脱着量が多い吸着
材、が望まれている。吸着ヒートポンプに用いる吸着材として、各種の吸着材の使用が検
討されているが、種々の問題点があり、上記の様な吸着材は見いだされていない。
【０００４】
　尚、吸着ヒートポンプ用吸着材の吸着特性の温度依存性が重要であることは既に報告さ
れており（化学工学論文集、第１９巻、第６号（１９９３）、Ｐ１１６５－１１７０）、
大きな温度依存性を示すSG3（富士シリシア社製）と、示さないSG1（同）が報告されてい
る。
　また、多孔質リン酸アルミニウム系モレキュラーシーブであるＡｌＰＯ4－５の吸着性
能が温度に依存することが報告されており、具体的には２５℃と３０℃の吸着性能が示さ
れている（Colloid　Polym　Sci　277（1999）p83-88）。同様にＡｌＰＯ4－５の温度依
存性が報告されており、２０℃、２５℃、３０℃、３５℃、４０℃の吸着過程での吸着等
温線が記載されている（第１６回ゼオライト研究発表会講演予稿集p91；平成１２年１１
月２１日、２２日）。
　しかしながら、従来、脱着等温線については着目されておらず、吸着等温線と脱着等温
線の関係、更には吸着等温線及び脱着等温線と相対水蒸気圧と吸着量差については、知ら
れていない。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、実用上有効な吸着性能を有する吸着ヒートポンプを提供するものである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、ヒートポンプの吸脱着部の操作温度が吸着質の吸着時と脱着時で異なる
ことに着目し、鋭意検討した結果、（１）吸着操作時の吸脱着部温度における吸着等温線
及び、（２）脱着操作時の吸脱着部温度における脱着等温線から求められる特定の吸着量
差が、ある範囲にある吸着材を用いたヒートポンプが、実用上有用な吸着性能を有すると
の知見を得た。即ち、吸着材には、温度によって吸着等温線が変化しないものと変化する
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もの（後者の変化するものを温度依存性があると略す）が存在し、ゼオライトやシリカの
中には、温度依存性を示さないものが多いが、これまで認識されていなかった特定の温度
依存性と吸着量差に着目し、特定の範囲での吸着量差が大きい材を用いることにより、吸
着ヒートポンプの容量を小型化し、しかもこれまで車の廃熱等では十分な吸着性能を達し
得なかった、比較的低温の熱源で作動する実用的な吸着ヒートポンプを提供できることを
見出し本発明に到達した。
　即ち、本発明の要旨は、下記のとおりである。
（ａ）吸着質、（ｂ）吸着質を吸脱着する吸着材を備えた吸脱着部、（ｃ）該吸脱着部に
連結された吸着質の蒸発を行う蒸発部、及び（ｄ）該吸脱着部に連結された吸着質の凝縮
を行う凝縮部とを備えた吸着ヒートポンプにおいて、
　（１）吸着材が骨格構造にアルミニウムとリンとヘテロ原子とを含むゼオライトを含み
、
　（２）吸着材が、吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧φ2が０．１１５以上０．１８以
下、吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧φ1が０．１以上０．１４以下である領域に、下
記式で求められる吸着材の吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上となる範囲を有する水蒸気吸着
材である、
ことを特徴とする吸着ヒートポンプ。
吸着量差＝Ｑ２－Ｑ１
　　ここで、
Ｑ１＝吸脱着部の脱着操作温度（Ｔ３）で測定した水蒸気脱着等温線から求めたφ1にお
ける吸着量
Ｑ２＝吸脱着部の吸着操作温度（Ｔ４）で測定した水蒸気吸着等温線から求めたφ2にお
ける吸着量
　　但し、
φ1（吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧）＝凝縮部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の平衡
水蒸気圧／該吸脱着部を加熱する熱媒温度（Ｔ１）での平衡水蒸気圧
φ2（吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧）＝蒸発部で生成される冷熱温度（Ｔ０）の平
衡水蒸気圧／該吸脱着部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の平衡水蒸気圧
（ここで、Ｔ０＝５～１０℃、Ｔ１＝Ｔ３＝９０℃、Ｔ２＝Ｔ４＝４０～４５℃とする）
【０００７】
【発明の実施の形態】
以下、本発明について更に詳細に説明する。
＜吸着ヒートポンプの構造＞
まず、吸着ヒートポンプの構造を図１に示した吸着ヒートポンプを例に説明する。
【０００８】
吸着ヒートポンプは、吸着質、吸着質を吸脱着可能な吸着材が充填され、吸着質の吸脱着
により発生した熱を熱媒に伝達する吸脱着部（吸着塔１および２、以下、吸脱着部を吸着
塔ということがある）と、吸着質の蒸発により得られた冷熱を外部へ取り出す蒸発部（蒸
発器４）と、吸着質の凝縮により得られた温熱を外部へ放出する凝縮部（凝縮器５）から
主として構成されている。
【０００９】
　蒸発器４は内部が略真空に保たれた状態で冷媒（本実施形態では、水）が封入されてお
り、この蒸発器４内には室内器３００にて室内に吹き出す空気と熱交換した熱媒体（本実
施形態では、水にエチレングリコール系の不凍液を混合した流体）と冷媒とを熱交換させ
るための熱交換器４３が設けられている。
　吸着塔１および２は、表面に吸着材が接着・充填された熱交換器が収納されており、凝
縮器５は吸着塔１，２から脱離した蒸気冷媒（水蒸気）を外気等にて冷却された熱媒体に
て冷却凝縮させるための熱交換器５３が収納されている。
【００１０】
　吸着材が充填された吸着塔１及び２は、吸着質配管３０により相互に接続され、該吸着
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質配管３０には制御バルブ３１～３４が設けられる。尚、吸着質は吸着質配管内で吸着質
の蒸気または吸着質の液体と蒸気との混合物として存在する。
　吸着質配管３０には蒸発器４及び凝縮器５が接続されている。吸着塔１及び２は蒸発器
４、凝縮器５の間に並列に接続されており、凝縮器５と蒸発器４の間には、凝縮器にて凝
縮された吸着質（好適には、再生された凝縮水）を蒸発器４に戻すための戻し配管３を設
ける。なお、符号４１は蒸発器４からの冷房出力となる冷水の入口、符号５１は凝縮器５
に対する冷却水の入口である。符号４２及び５２はそれぞれ冷水及び冷却水の出口である
。また、冷水配管４１及び４２には、室内空間（空調空間）と熱交換するための室内機３
００と、冷水を循環するポンプ３０１が接続されている。
【００１１】
吸着塔１には熱媒配管１１が、吸着塔２には熱媒配管２１がそれぞれ接続され、該熱媒配
管１１及び２１には、それぞれ切り替えバルブ１１５及び１１６並びに２１５及び２１６
が設けてある。また、熱媒配管１１及び２１はそれぞれ吸着塔１及び２内の吸着材を加熱
または冷却するための加熱源または冷却源となる熱媒を流す。熱媒は、特に限定されず、
吸着塔内の吸着材を有効に加熱・冷却できればよい。
【００１２】
温水は切り替えバルブ（３方弁）１１５、１１６、２１５、及び２１６の開閉により、入
口１１３及び／又は２１３より導入され、各吸着塔１及び／又は２を通過し、出口１１４
及び／又は２１４より導出される。冷却水も同様の切り替えバルブ１１５、１１６、２１
５、及び２１６の開閉により、入口１１１及び／又は２１１より導入され、各吸着器１及
び／又は２を通過し、出口１１２及び／又は２１２より導出される。
【００１３】
また蒸発器４と吸着塔１，２とをつなぐ冷媒配管および凝縮器５と吸着塔１，２とをつな
ぐ冷媒配管のそれぞれには各冷媒配管を開閉する制御弁３１～３４が設けられており、こ
れら制御弁３１～３４、熱媒体を循環させるポンプ３０１、および熱媒体流れを制御する
３方弁１１５，１１６，２１５，２１６は電子制御装置（図示せず）により制御されてい
る。
【００１４】
また、熱媒配管１１及び／又は２１には、外気と熱交換可能に配設された室外機、温水を
発生する熱源、熱媒を循環するポンプ（いずれも図示せず）が接続されている。熱源とし
ては特に限定されず、例えば自動車エンジン、ガスエンジンやガスタービンなどのコジェ
ネレーション機器および燃料電池などが挙げられ、また、自動車用として用いる時には、
自動車エンジン、自動車用燃料電池が好ましい熱源の例として挙げられる。
【００１５】
＜吸着ヒートポンプ作動概要＞
次に、本実施形態に係る空調装置（吸着式ヒートポンプ）の作動の概略を述べる。ポンプ
３０１を作動させて室内器３００と蒸発器４との間で熱媒体を循環させることにより、蒸
発器４内の液冷媒（好適には、水）を蒸発させて熱媒体を冷却し、室内に吹き出す空気を
冷却する。これと同時に、２台の吸着塔１，２のうちいずれか一方の吸着塔が吸着工程と
なり、他方側の吸着塔が脱離工程（再生工程）となるように制御弁３１～３４、および３
方弁１１５，１１６，２１５，２１６を切り替える。
【００１６】
具体的に言えば、第１の吸着塔１を吸着工程とし第２の吸着塔２を脱離工程とする場合に
は、制御弁３１を開き、かつ、制御弁３３を閉じた状態で、３方弁１１５を冷却水入口１
１１側に、３方弁１１６を冷却水出口１１２側に連通させると同時に、制御弁３２を閉じ
、かつ、制御弁３４を開いた状態で、３方弁２１５を温水入口２１３側に、３方弁２１６
を温水出口２１４側に連通させる。
【００１７】
これにより蒸発器４にて蒸発した冷媒（水蒸気）が第１の吸着塔１内に流入してその中の
吸着材に吸着されるとともに、この吸着材の温度は入口１１１からの冷却水により外気温
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度程度相当に保たれる。
一方第２の吸着塔２には、熱源（車両用に適用した場合は走行用エンジン）にて加熱され
た温水が温水入口２１３より供給されるので、第２の吸着塔内の吸着材は吸着工程時に吸
着した冷媒を脱離する。そして脱離した冷媒（水蒸気）は凝縮器５にて冷却されて凝縮再
生される。
【００１８】
所定時間経過後、制御弁３１～３４、および３方弁１１５，１１６，２１５，２１６を切
り替えることで、第１の吸着塔１を脱離工程に、第２の吸着塔２を吸着工程に切り替える
ことができる。このような切り替えを所定時間毎に繰り返すことで、連続的な冷房作動を
行うことができる。
＜吸着材＞
本発明の吸着材は、吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧φ2が０．１１５以上０．１８以
下、吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧φ1が０．１以上０．１４以下である領域に、下
記式で求められる吸着材の吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上となる範囲を有する水蒸気吸着
材である。
【００１９】
　　吸着量差＝Ｑ２－Ｑ１
　　ここで、
　　Ｑ１＝吸脱着部の脱着操作温度（Ｔ３）で測定した水蒸気脱着等温線から求めたφ1
における吸着量
　　Ｑ２＝吸脱着部の吸着操作温度（Ｔ４）で測定した水蒸気吸着等温線から求めたφ2
における吸着量
　　但し、
　　φ1（吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧）＝凝縮部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の
平衡水蒸気圧／該吸脱着部を加熱する熱媒温度（Ｔ１）での平衡水蒸気圧
　　φ2（吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧）＝蒸発部で生成される冷熱温度（Ｔ０）
の平衡水蒸気圧／該吸脱着部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の平衡水蒸気圧
（ここで、Ｔ０＝５～１０℃、Ｔ１＝Ｔ３＝９０℃、Ｔ２＝Ｔ４＝４０～４５℃とする）
　本発明の吸着材の吸着量差は、上記で特定されるが、より好ましい吸着材は、以下の（
A）～(C)のいずれかの条件で特定される吸着材である。
【００２０】
　（Ａ）Ｔ０が１０℃、Ｔ２が４０℃
　（Ｂ）Ｔ０が５℃、Ｔ２が４０℃
　（Ｃ）Ｔ０が１０℃、Ｔ２が４５℃
　以下、上記の如き吸着材の性能について、図１を参照して説明する。
　まず、図１において、制御バルブ３１及び３４を閉鎖、制御バルブ３２及び３４を開放
のケースで説明する。
【００２１】
このケースでは、蒸発器４から供給される水蒸気を吸着して、吸着塔２に充填された吸着
材は発熱する。この時、吸着塔２は熱媒パイプ２１１，２１から流通される熱媒（例えば
、冷却水）によって冷却、徐熱される。尚、この時の吸着塔２（吸脱着部）を冷却する、
パイプ２１１から供給される熱媒（冷却水）の温度をＴ２とする。
【００２２】
一方、冷熱を生成する目的で蒸発器４の温度は制御される。この時、吸着側相対水蒸気圧
φ２は下記式で定義される。
吸着側相対水蒸気圧φ2＝平衡水蒸気圧（Ｔ０）／平衡水蒸気圧（Ｔ２）
平衡水蒸気圧（Ｔ０）：蒸発器４の温度Ｔ０における平衡水蒸気圧
平衡水蒸気圧（Ｔ２）：吸着塔２の熱媒温度Ｔ２の平衡水蒸気圧
一方、同時に吸着塔１は脱着（再生）過程にあり、吸着塔１に充填された吸着材は再生熱
源（吸脱着部を加熱する熱媒の温度。この温度をＴ１とする）によって再生される。凝縮
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器５は熱媒パイプ５１を通じて供給される冷却水で冷却され、水蒸気を凝縮させる。この
時、脱着側相対水蒸気圧φ１は下記式で決まる。
【００２３】
　脱着側相対水蒸気圧φ1＝平衡水蒸気圧（Ｔ２）／平衡水蒸気圧（Ｔ１）
　平衡水蒸気圧（Ｔ２）：凝縮器５の温度の平衡水蒸気圧
　　　　　　　　　　 （＝吸着塔２の熱媒温度Ｔ２の平衡水蒸気圧）
　平衡水蒸気圧（Ｔ１）：吸着塔１の再生熱源温度（Ｔ１）の平衡水蒸気圧
　ここで重要な点は、吸着塔は吸着時の温度と脱着（再生）時の温度が異なることである
。従って、本発明においては、吸着量差を脱着時温度における脱着等温線と、吸着時温度
における吸着等温線から求めるというものであり、具体的には、下記式により算出する。
【００２４】
　　吸着量差＝Ｑ２－Ｑ１
　　ここで、
　　Ｑ１＝吸脱着部の脱着操作温度（Ｔ３）で測定した水蒸気脱着等温線から求めたφ1
における吸着量
　　Ｑ２＝吸脱着部の吸着操作温度（Ｔ４）で測定した水蒸気吸着等温線から求めたφ2
における吸着量
　　但し、
　　φ1（吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧）＝凝縮部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の
平衡水蒸気圧／該吸脱着部を加熱する熱媒温度（Ｔ１）での平衡水蒸気圧
　　φ2（吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧）＝蒸発部で生成される冷熱温度（Ｔ０）
の平衡水蒸気圧／該吸脱着部を冷却する冷媒温度（Ｔ２）の平衡水蒸気圧
（ここで、Ｔ０＝５～１０℃、Ｔ１＝Ｔ３＝９０℃、Ｔ２＝Ｔ４＝４０～４５℃とする）
　本発明の吸着材は、上記式で求められる吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上であり、好まし
くは、０．１８ｇ／ｇ以上である。該吸着量差は大きいほど好ましいが、かかる性能を満
足する入手可能な材料源から考慮して、通常０．２５ｇ／ｇ以下程度である。又、吸着量
差は大きいほど好ましいが、通常０．５０ｇ／ｇ以下、現実的には０．４０ｇ／ｇ以下、
更には０．３５ｇ／ｇ以下である。
　かかる吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上であることは、吸着ヒートポンプを自動車適用す
る場合を想定し、以下の検討に基づき導き出される。
＜吸着時温度、脱着時温度＞
　まず、上述の通り、吸着量は吸着時の温度と脱着時の温度に依存するため、吸着時の温
度における吸着等温線と、脱着時温度における脱着等温線を求める。
吸着時、吸着塔は吸着熱による発熱を抑えるために冷却水で冷却されるため、冷却水温度
（Ｔ２）が、ほぼ吸着時温度（Ｔ４）となる。一方、脱着時、吸着塔は脱着熱が必要であ
り、温水温度（Ｔ１）が、脱着時温度（Ｔ３）となる。
【００２５】
ところで、吸着ヒートポンプの熱媒温度は、（１）温水温度は、エンジン冷却水で得られ
る温度なのでおよそ９０℃、（２）冷却温度は、外気との熱交換で得られる温度なのでお
よそ４０℃～４５℃、（３）冷風を作るために必要な冷水温度は、およそ５～１０℃、で
ある。即ち、冷水温度は、日本における一般的な車種を前提とした場合でおよそ１０℃、
高級車ではおよそ５℃が望まれる。また、冷却温度は、日本で４０℃程度、外気温の高い
地域などではおよそ４５℃程度になる。
【００２６】
従って、吸着温度（Ｔ４）は、およそ４０℃～４５℃、脱着温度（Ｔ３）はおよそ９０℃
となる。
本発明では、かかる吸着温度と脱着温度を、吸着材の性能を評価する指標として採用する
ものであり、吸着温度４０℃～４５℃で得られる吸着等温線の少なくともいずれかの吸着
等温線と、脱着温度が９０℃で得られる脱着等温線から、上記式に従って求められる吸着
量差が０．１５ｇ／ｇ以上であることを満たすものである。
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【００２７】
　＜吸着量差＞
　上記吸着量差（０．１５ｇ／ｇ以上）は、下記に従って求められる。
　即ち、吸着ヒートポンプの容量は、種々の車両のエンジンルーム調査から少なくとも１
５リットル以下であることが望ましいと考えられる。
　次に、１５リットル以下の容量の中に充填可能な吸着材重量を求める。
【００２８】
　エンジンルームに載せるべき部品としては吸着塔本体、蒸発器、凝縮器および制御バル
ブ類がある。これらを概略一体に形成したアッセンブリを１５リットル以下の容量にする
必要がある。我々の検討では、蒸発器と凝縮器とバルブ類の体格はおよそ４．５リットル
で形成できると考えられる。従って吸着塔本体の容量はおよそ１０．５リットル以下であ
る。吸着塔内における吸着材の充填率および吸着材のかさ密度は、通常、それぞれ約３０
％、約０．６ｋｇ／リットルであるので、充填可能な吸着材重量（Ｗ）は10.5×30%×0.6
=1.89kg程度である。
【００２９】
　次に吸着材に求められる特性について説明する。
　一般に車両用エアコンに求められる定常冷房能力はおよそ３ｋWである。吸着式ヒート
ポンプでの冷房能力Ｒは次式Ａで表される。
　Ｒ＝（W・ΔＱ・ηC・ΔＨ／τ）・ηh　　（式Ａ）
ここでWは吸着塔１台（片側）に充填される吸着材重量、ΔＱは吸着時と脱離時の条件に
おける平衡吸着量振幅で前記吸着量差（Ｑ２－Ｑ１）、ηCは平衡吸着振幅ΔＱに対する
切り替え時間内の実際の吸着振幅の割合を示す吸着振幅効率、ΔＨは水の蒸発潜熱、τは
吸着工程と脱離工程との切り替え時間、ηhは吸着材や熱交換器が温水温度と冷却水温度
との間を温度変化することによるヒートマス損失を考慮したヒートマス効率、を示す。
【００３０】
　Ｒは前述のように３kW、Ｗは1.89kg/2=0.95kgである。また我々の過去の検討から、τ
はおよそ６０secが適当であり、ΔＨ、ηC、ηhの値はそれぞれおよそ2500kJ/kg、0.6、0
.85であることが得られているので（式Ａ）からΔＱを求めると、
　ΔＱ = R/W/ηC/ΔＨ・τ/ηh=3.0/0.95/0.6/2500・60/0.85 = 0.149kg/kg
となる。すなわち自動車用吸着式ヒートポンプに用いる吸着材としては、
ΔＱ≧０．１５ｇ／ｇの特性が満足するのが好ましい。
【００３１】
以上、自動車への適用を前提に説明したが、上記の特性を満足するものであれば定置用な
ど他の用途にも十分適用可能であることは言うまでもない。
尚、上記本発明の吸着量差は、吸脱着部の吸着操作時相対水蒸気圧φ2が０．１１５以上
０．１８以下、吸脱着部の脱着操作時相対水蒸気圧φ1が０．１以上０．１４以下の範囲
において満足されるものである。この範囲は、吸着ヒートポンプの操作相対水蒸気圧の範
囲に概ね相当する。
【００３２】
又、φ1及びφ2が０．１１５以上０．１８以下の範囲にあり、φ1がφ2と等しいかそれ以
上である領域に、該吸着量差が０．１５ｇ／ｇ以上となる範囲を有する場合、吸着ヒート
ポンプとしてこれまで稼働しないと考えられていた厳しい温度条件でも作動することから
有利である。
＜吸着材材料＞
本発明の特徴の一つである吸着材は、骨格構造にアルミニウムとリンとを含むゼオライト
を含有することである。ここでいうゼオライトは天然のゼオライトでも人工のゼオライト
でもよく、例えば人工のゼオライトではInternational Zeolite Association (ＩＺＡ)の
規定によるアルミノシリケート類、アルミノフォスフェート類などが含まれる。
【００３３】
　本発明においては、中でも、親水性の付与のためにアルミニウム、リンの一部をヘテロ
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原子で置換した、骨格構造にアルミニウムとリンとヘテロ原子とを含むゼオライトを用い
る。ヘテロ原子としては、ケイ素、リチウム、マグネシウム、チタン、ジルコニウム、バ
ナジウム、クロム、マンガン、鉄、コバルト、ニッケル、パラジウム、銅、亜鉛、ガリウ
ム、ゲルマニウム、砒素、スズ、カルシウム、または硼素等が挙げられる。
【００３４】
ヘテロ原子が、ケイ素、マグネシウム、チタン、ジルコニウム、鉄、コバルト、亜鉛、ガ
リウム、または硼素であるのが好ましく、特にケイ素であるのが最も好ましく、これは通
称ＳＡＰＯと称されている。これらヘテロ原子は骨格内のアルミニウム、リンと二種類以
上置換されていても良い。
本発明で吸着材として用いる好ましいゼオライトとしては、骨格構造にアルミニウムとリ
ンとヘテロ原子を含むゼオライトであって、下記式（１）、（２）および（３）で表され
る原子の存在割合を有するものが好ましい。
【００３５】
０．００１≦ｘ≦０．３　　　　・・・（１）
（式中、ｘは骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するヘテロ原子のモ
ル比を示す）
０．３≦ｙ≦０．６　　　　　　・・・（２）
（式中、ｙは骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するアルミニウムの
モル比を示す）
０．３≦ｚ≦０．６　　　　　　・・・（３）
（式中、ｚは骨格構造のアルミニウムとリンとヘテロ原子の合計に対するリンのモル比を
示す）
そして、上記原子の存在割合のなかで、ヘテロ原子の存在割合が、下記式（４）
０．００３≦ｘ≦０．２５　　　・・・（４）
（式中、ｘは上記と同義である）
で表されるものが好ましく、下記式（５）
０．００５≦ｘ≦０．２　　　　・・・（５）
（式中、ｘは上記と同義である）で表されるものが更に好ましい。
【００３６】
また、本発明で吸着材として用いるゼオライトは、そのフレームワーク密度が１０．０Ｔ
／１，０００Å3以上１６．０Ｔ／１，０００Å3以下であるのが好ましく、更に好ましく
は１０．０Ｔ／１，０００Å3以上１５．０／１，０００Å3以下の範囲のゼオライトであ
る。ここでフレームワーク密度とは、ゼオライトの１，０００Å3あたりの酸素以外の骨
格を構成する元素の数を意味し、この値はゼオライトの構造により決まるものである。
【００３７】
このようなゼオライトの構造としては、ＩＺＡが定めるコードで示すと、ＡＦＧ、ＭＥＲ
、ＬＩＯ、ＬＯＳ、ＰＨＩ、ＢＯＧ、ＥＲＩ、ＯＦＦ、ＰＡＵ、ＥＡＢ、ＡＦＴ、ＬＥＶ
、ＬＴＮ、ＡＥＩ、ＡＦＲ、ＡＦＸ、ＧＩＳ、ＫＦＩ、ＣＨＡ、ＧＭＥ、ＴＨＯ、ＭＥＩ
、ＶＦＩ、ＡＦＳ、ＬＴＡ、ＦＡＵ、ＲＨＯ、ＤＦＯ、ＥＭＴ、ＡＦＹ、＊ＢＥＡ等があ
り、好ましくはＡＥＩ、ＧＩＳ、ＫＦＩ、ＣＨＡ、ＧＭＥ、ＶＦＩ、ＡＦＳ、ＬＴＡ、Ｆ
ＡＵ、ＲＨＯ、ＥＭＴ、ＡＦＹ、＊ＢＥＡが挙げられる。
【００３８】
フレームワーク密度は細孔容量と相関があり、一般的に、より小さいフレームワーク密度
のゼオライトがより大きい細孔容量を有し、したがって吸着容量が大きくなる。また、現
在合成されていないゼオライトも、合成された場合にフレームワーク密度がこの領域内に
あれば、本発明においての吸着材として好適に使用できると予想される。
【００３９】
例えば、ＣＨＡ構造のアルミノフォスフェートの場合はケイ素などの原子を骨格内に入れ
た、ＳＡＰＯ－３４、ＺＹＴ－６として知られるシリコアルミノフォスフェートを用いる
事により所望な吸着性能を持たせる事ができる。なおＳＡＰＯ－３４の合成方法は、米国
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特許第４４４０８７１号公報等に記載されている。ＺＹＴ－６の合成方法は、特公平４－
３７００７、特公平５－２１８４４、特公平５－５１５３３号公報等に記載されている。
【００４０】
また、ゼオライトがアルミノシリケートの場合は、骨格内のケイ素、アルミニウムの一部
（アルミニウムの場合は全部もあり得る）が他の原子、例えば、マグネシウム、チタン、
ジルコニウム、バナジウム、クロム、マンガン、鉄、コバルト、亜鉛、ガリウム、スズ、
硼素等に置換していてもよい。アルミノシリケートの場合にケイ素とアルミニウム（アル
ミニウム＋ヘテロ原子）のモル比が小さすぎると水蒸気吸着材として一般的に知られてい
る１３Ｘの場合のように、あまりにも低い湿度領域で急激に吸着されてしまい、また大き
すぎる場合は疎水的すぎて水をあまり吸着しなくなる。そのため本発明で用いるゼオライ
トは、ケイ素／アルミニウムのモル比が４以上２０以下であるのが好ましく、更に４．５
以上１８以下が好ましく、特に５以上１６以下がさらに好ましい。
【００４１】
これらのゼオライトは交換可能なカチオン種を持つものを含むが、その場合のカチオン種
としては、プロトン、Ｌｉ、Ｎａなどのアルカリ元素、Ｍｇ、Ｃａなどのアルカリ土類元
素、Ｌａ、Ｃｅ等の希土類元素、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ等の遷移金属等があげられ、プロトン
、アルカリ元素、アルカリ土類元素、希土類元素が好ましい。さらにはプロトン、Ｌｉ、
Ｎａ、Ｋ、Ｍｇ、Ｃａがより好ましい。
本発明で用いる特に好ましい吸着材の一例としてＳＡＰＯ－３４が挙げられる。ＳＡＰＯ
－３４はＣＨＡ型（フレームワーク密度＝１４．６Ｔ／１，０００Å3）のゼオライトで
ある。
尚、本発明の吸着材は、上記のゼオライトを含有し、上記の吸着量差を有すればよいが、
ゼオライト自体が本発明で規定される吸着量差を有するのが好ましい。
【００４２】
又、本発明で規定する吸着量差を達成する範囲において、ゼオライトを単独で用いても複
数種併用しても良く、又、ゼオライト以外の吸着材、例えばシリカやアルミナ、活性炭、
粘土等をゼオライトと組み合わせ用いてもよい。
＜運転方法＞
次に、図１を用いて吸着式ヒートポンプの運転方法について説明する。
【００４３】
　第１工程では制御バルブ３１及び３４を閉鎖、制御バルブ３２及び３３を開放し、吸着
塔１において吸着質の脱着（再生）を、吸着塔２において吸着質の吸着（吸着工程）を行
う。また、切り替えバルブ１１５、１１６、２１５、及び２１６を操作し、熱媒パイプ１
１には温水を、熱媒パイプ２１には冷却水を流通させる。
【００４４】
　吸着塔２を冷却する際には冷却塔等の熱交換器によって外気、河川水等と熱交換して冷
やされた冷却水を熱媒パイプ２１を通して導入し、通常３０～４５℃程度に冷却される。
また、制御バルブ３２の開操作により蒸発器４内の水は蒸発し、水蒸気となって吸着塔２
に流れ込み、吸着材に吸着される。蒸発温度での飽和蒸気圧と吸着材温度（一般的には２
０～５０℃、好ましくは２０～４５℃、更に好ましくは３０～４５℃）に対応した吸着平
衡圧との差により水蒸気移動が行われ、蒸発器４においては蒸発の気化熱に対応した冷熱
、即ち冷房出力が得られる。冷却水の温度と生成する冷水温度との関係から吸着側相対水
蒸気圧φ２（ここでφ２は生成する冷水温度における吸着質の平衡水蒸気圧を、冷却水の
温度における吸着質の平衡水蒸気圧で除すことにより求める）が決定されるが、φ２は本
発明で規定した吸着材が最大に水蒸気を吸着する相対水蒸気圧より大きくなるよう運転す
ることが好ましい。φ２が本発明で規定した吸着材が最大に水蒸気を吸着する相対水蒸気
圧より小さい場合には、吸着材の吸着能を有効に利用できず、運転効率が悪くなるからで
ある。φ２は環境温度等により適宜設定することができるが、φ２における吸着量が通常
０．２０以上、好ましくは０．２４以上、より好ましくは０．２９以上となる温度条件で
吸着ヒートポンプを運転する。尚、この吸着量は２５℃で測定される吸着等温線から求め
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られる。
【００４５】
　再生工程にある吸着塔１は通常４０～１００℃、好ましくは５０～９８℃、更に好まし
くは６０～９５℃の温水により加熱され、前記温度範囲に対応した平衡水蒸気圧になり、
凝縮器５の凝縮温度２０～５０℃（これは凝縮器を冷却している冷却水の温度に等しい）
での飽和蒸気圧で凝縮される。吸着塔１から凝縮器５へ水蒸気が移動し、凝縮されて水と
なる。水は戻し配管３により蒸発器４へ戻される。冷却水の温度と再生に利用される熱媒
（温水）温度との関係から脱着側相対水蒸気圧φ１（ここでφ１は冷却水の温度における
吸着質の平衡水蒸気圧を、再生に利用される熱媒（温水）温度における吸着質の平衡水蒸
気圧で除すことにより求める）が決定されるが、φ１は本発明で規定する吸着材が急激に
水蒸気を吸着する相対水蒸気圧より小さくなるよう運転することが好ましい。もし、φ１
が本発明で規定する吸着材が急激に水蒸気を吸着する相対水蒸気圧より大きいと、本発明
で規定する吸着材の優れた吸着量が有効に利用できないからである。φ１は環境温度等に
より適宜設定することができるが、φ１における吸着量が通常０．１以上、０．１８以下
となる温度条件で吸着ヒートポンプを運転する。なお、φ１における吸着質の吸着量とφ
２における吸着質の吸着量との差が、通常０．１５ｇ／ｇ以上、好ましくは０．１８ｇ／
ｇ以上となるように運転する。具体的には、TOが概ね５～１０℃、T1及びT3が９０℃、T2
及びT4が４０～４５℃である。以上が第１工程である。
【００４６】
　次の第２工程では、吸着塔１が吸着工程、吸着塔２が再生工程となるように、制御バル
ブ３１～３４及び切り替えバルブ１１５、１１６、２１５、及び２１６を切り替えること
で、同様に蒸発器４から冷熱、即ち冷房出力を得ることができる。以上の第１及び第２工
程を順次切り替えることで吸着ヒートポンプの連続運転を行う。
【００４７】
なお、ここでは２基の吸着塔を設置した場合の運転方法を説明したが、吸着材が吸着した
吸着質の脱着を適宜おこなうことにより、いずれかの吸着塔が吸着質を吸着できる状態を
維持できれば吸着塔は何基設置してもよい。
尚、本発明の特定の性能を有する上記吸着材は、吸着ヒートポンプまたは除湿空調装置を
代表とする、従来公知の各種の空調装置の吸着部に使用できる。
【００４８】
【実施例】
以下、実施例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明は、以下の実施例により何
ら限定されるものではない。
実施例１
ＳＡＰＯ－３４（ＵＯＰ　ＬＬＣ社製：このサンプルの骨格構造のＡｌ、Ｐ、Ｓｉの合計
に対する各成分の構成割合（モル比）は、Ｓｉ＝３％、Ａｌ＝５２％、Ｐ＝４５％である
）を吸着等温線測定装置（ベルソーブ１８：日本ベル（株））により測定した。ＳＡＰＯ
－３４の４０℃での吸着過程の水蒸気吸着等温線を図２に示す。なお、吸着等温線の測定
は、空気高温槽温度５０℃、吸着温度４０℃、初期導入圧力３．０ｔｏｒｒ、導入圧力設
定点数０、飽和蒸気圧５５．３３ｍｍＨｇ、平衡時間５００秒で行った。一方、脱着過程
の吸着等温線は磁気浮遊式天秤による吸着等温線測定装置（日本ベル（株））により測定
した。脱着過程の吸着等温線の測定は、空気高温槽温度１２０℃、脱着温度９０℃で５０
Torrずつ水蒸気を排気して重量変化を測定した。結果を図２に示す。
【００４９】
車載用空調装置として一般車を想定した場合、Ｔ１＝９０℃、Ｔ２＝４０℃、Ｔ０＝１０
℃の条件が考えられる。この時、脱着側相対水蒸気圧φ１＝０．１１、吸着側相対水蒸気
圧φ２＝０．１７となり、φ１とφ２における吸着量差は０．２１ｇ／ｇであることが判
る。目標とする吸着量差０．１５g/gを上回り、一般車に用いる車両用空調装置として十
分機能することが判る。
【００５０】
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　また、一般車よりも低温風が求められる高級車の場合、Ｔ１＝９０℃、Ｔ２＝４０℃、
Ｔ０＝５℃の条件が考えられる。この時、φ１＝０．１１とφ２＝０．１２の間の吸着量
は０．２０ｇ／ｇとなり、目標とする吸着量差０．１５ｇ／ｇを上回り、高級車用空調装
置として十分機能することが判る。
　さらに、地域によっては、厳しい外部環境から冷却水温度Ｔ２が４５℃程度まで上昇す
ることが予測される。この時、Ｔ１＝９０℃で一般車並みのＴ０＝１０℃を得る条件を考
えてみる。ベルソープ１８を用いて４５℃での吸着過程の吸着等温線を測定した。９０℃
の脱着過程の吸着等温線と併せて図３に示す。４５℃での吸着等温線の測定は、空気高温
槽温度６５℃、吸着温度４５℃、初期導入圧力３．０ｔｏｒｒ、導入圧力設定点数０、飽
和蒸気圧５５．３３ｍｍＨｇ、平衡時間５００秒で行った。Ｔ１＝９０℃、Ｔ２＝４５℃
、Ｔ０＝１０℃の場合、脱着側相対水蒸気圧φ１＝０．１４が吸着側相対水蒸気圧φ２＝
０．１３を上回ってしまう。この様に脱着側の相対水蒸気圧が吸着側の相対水蒸気圧より
低くなる場合でも、温度依存性のある実施例１では吸着量差が０．１６ｇ／ｇ得られるこ
とがわかる。実施例１を水蒸気吸着材として用いた吸着ヒートポンプは高温地方でも十分
作動することが判る。
【００５１】
実施例２
　水１９２ｇにアルミニウムイソプロポキシド１０８ｇを加えて撹拌した後、８５％リン
酸５８ｇを加えて２時間撹拌した。この溶液にｆｕｍｅｄシリカ（アエロジル２００）１
．８ｇを加えた後、さらに３５％テトラエチルアンモニウムヒドロキシド（ＴＥＡＯＨ）
水溶液１２２．７ｇを加え、４時間撹拌した。この時のゲルの組成は以下の通りである。
　Ａｌ2Ｏ3／０．９５Ｐ2Ｏ5／０．１１ＳｉＯ2／１．１ＴＥＡＯＨ／５９Ｈ2Ｏ
　この混合物をテフロン（登録商標）内筒入りの５００ｃｃステンレス製オートクレーブ
に仕込み、１００ｒｐｍで撹拌しながら１８５℃で４８時間反応させた。反応後、冷却し
、遠心分離で生成物を分離、水洗し、１２０℃で乾燥した。これを空気気流下５５０℃６
時間で焼成してゼオライトを得た。このゼオライトをＸＲＤで測定すると、ＣＨＡ構造で
あった。また、元素分析により、骨格構造のアルミニウム、リン、ケイ素の合計に対する
各成分の構成割合（モル比）は、ケイ素が２．８％、アルミニウムが５１．３％、リンが
４５．９％であった。
　このゼオライトを実施例１と同じ測定方法により、４０℃での吸着過程と９０℃の脱着
過程の吸着等温線の測定を行った。その結果を図４に示した。Ｔ１＝９０℃、Ｔ２＝４０
℃、Ｔ０＝１０℃の条件の場合、脱着側相対水蒸気圧φ１＝０．１１、吸着側相対水蒸気
圧φ２＝０．１７における吸着量差は０．１８ｇ／ｇである。
【００５２】
実施例３
　水１３５ｇに８５％リン酸６５．３ｇを加え、これに擬ベーマイト（２５％含水、コン
デア製）４２．９ｇをゆっくり加え、３時間撹拌した。これをＡ液とする。これとは別に
、ｆｕｍｅｄシリカ（アエロジル２００）３．８ｇ、モルホリン（ＭＯＲ）２７．５ｇ、
トリエチルアミン（Ｅｔ3Ｎ）３２．１ｇ、水１８０ｇを混合した液を調整した。これを
Ａ液に撹拌しながらゆっくりと加えた。これをさらに４時間撹拌した。この時のゲルの組
成は以下の通りである。
　Ａｌ2Ｏ3／０．９Ｐ2Ｏ5／０．２ＳｉＯ2／１ＭＯＲ／１Ｅｔ3Ｎ／６５Ｈ2Ｏ
　この混合物をテフロン（登録商標）内筒入りの５００ｃｃステンレス製オートクレーブ
に仕込み、１００ｒｐｍで撹拌しながら１９０℃で６０時間反応させた。反応後、冷却し
、遠心分離で生成物を分離、水洗し、１２０℃で乾燥した。これを空気気流下５５０℃６
時間で焼成してゼオライトを得た。このゼオライトをＸＲＤで測定すると、ＣＨＡ構造で
あった。また、元素分析により、骨格構造のアルミニウム、リン、ケイ素の合成に対する
各成分の構成割合（モル比）は、ケイ素が７．２％、アルミニウムが４９．９％、リンが
４２．９％であった。
　このゼオライトを実施例１と同じ測定方法により、４０℃での吸着過程と９０℃の脱着
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過程の吸着等温線の測定を行った。その結果を図５に示した。Ｔ１＝９０℃、Ｔ２＝４０
℃、Ｔ０＝１０℃の条件の場合、脱着側相対水蒸気圧φ１＝０．１１、吸着側相対水蒸気
圧φ２＝０．１７における吸着量差は０．１７ｇ／ｇである。
【００５３】
【発明の効果】
本発明の吸着ヒートポンプは、吸着材の吸脱着による水分吸着量の差が大きく、低温度で
吸着材の再生（脱着）が可能になるため、従来に比べて低温の熱源で効率よく吸着ヒート
ポンプを駆動することができ、かつ吸着ヒートポンプをコンパクトにすることが可能とな
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】吸着ヒートポンプの概念図である。
【図２】ＳＡＰＯ－３４の４０℃の吸着過程、９０℃の脱着過程の水蒸気吸着等温線であ
る。
【図３】ＳＡＰＯ－３４の４５℃の吸着過程、９０℃の脱着過程の水蒸気吸着等温線であ
る。
【図４】実施例２における４０℃の吸着過程、９０℃の脱着過程の水蒸気吸着等温線であ
る。
【図５】実施例３における４５℃の吸着過程、９０℃の脱着過程の水蒸気吸着等温線であ
る。
【符号の説明】
１　吸着塔
２　吸着塔
３　吸着質配管
４　蒸発器
５　凝縮器
１１　熱媒配管
１１１　冷却水入口
１１２　冷却水出口
１１３　温水入口
１１４　温水出口
１１５　切り替えバルブ
１１６　切り替えバルブ
２１　熱媒配管
２１１　冷却水入口
２１２　冷却水出口
２１３　温水入口
２１４　温水出口
２１５　切り替えバルブ
２１６　切り替えバルブ
３０　吸着質配管
３１　制御バルブ
３２　制御バルブ
３３　制御バルブ
３４　制御バルブ
３００　室内機
３０１　ポンプ
４１　冷水配管（入口）
４２　冷水配管（出口）
５１　冷却水配管（入口）
５２　冷却水配管（出口）
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